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１．四半期財務情報の作成等に係る事項

　①　会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：  無

　②　最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：  無

　③　連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：  有

前期比 ： 連結 （新規）  1社   （除外）  0社      持分法（新規）  0社   （除外）  2社

２．平成17年3月期第１四半期財務・業績の概況(平成16年4月1日～平成16年6月30日)

(１)経営成績（連結）の進捗状況 　　　　　　　　　（百万円未満切り捨て）

売上高 営業利益 経常利益 　四半期（当期）純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 　　　百万円 ％ 　　　百万円 ％

17年3月期第１四半期

16年3月期第１四半期

（参考）16年3月期

円    銭 円    銭

17年3月期第１四半期

16年3月期第１四半期

（参考）16年3月期

[経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等]

　当第１四半期におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資が増加し、また、個人消費にも明
るい兆しが見受けられ、全般的には、堅調な回復基調となりました。
　また、海外経済は、イラクへの主権委譲およびその他中東状勢の混迷が与える影響が懸念されましたが、米国
経済の力強い個人消費を柱とした景気回復をはじめ、中国およびその他アジア諸国経済も、引続き堅調に推移
いたしました。

　このような経済環境下にあって、当社グループは、連結経営に徹して、経営基盤をより一層強化し、新事業へ
の展開、品質・技術力の向上、光デバイス事業の拡大戦略、中国市場への積極的かつ多面的な戦略展開、優良
企業・機関との提携による事業力強化、また、人材の育成と活性化に基づく経営品質の更なる向上・風土改革の
実現により、経営変革を全社一丸となって進めてまいりました。

50.02
(注) 1. 売上高、営業利益、経常利益、四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年同期比増減率
      2. 1株当たり四半期(当期)純利益の数値は、期中平均株式数から自己株式数を控除しております。

4.68

71,480

１株当たり四半期
（当期）純利益

1,343 530.6

16,213 539 213

21,354 2,067292.5 609.631.7

314.2

5.5 100.5 - 851.8

52.5 3,184 166.2 2,303

291

潜在株式調整後
1株当たり四半期
（当期）純利益

6.0 4,167

2,118

30.17

 　この結果、当第１四半期の連結業績につきまして、売上高は海外市場で測量機器、産業機器を中心として好調
に推移し、また、国内市場においても医用機器、光デバイス部品が堅調に推移した結果、２１３億５千４百万円と前
年同期に比べ３１．７％増と大幅に伸長いたしました。営業利益は、測量機器のGPSを中心とした測量システム製
品および医用機器の先端眼科医療技術製品等、高付加価値製品の売上が伸長したことに加え、調達コストの低減
等により、２１億１千８百万円と前年同期に比べ２９２．５％増となりました。また、売上高営業利益率は９．９％と前
年同期の３．３％から大幅に改善いたしました。経常利益は、営業利益の増加のほか、グループ内余剰資金を活
用した有利子負債の圧縮による支払利息の減少等により、２０億６千７百万円と前年同期に比べ６０９．６％増とな
りました。第１四半期純利益は、１３億４千３百万円と前年同期に比べ５３０．６％増となりました。
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(２)財政状態（連結）の変動状況

総資産 株主資本 株主資本比率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円    銭

17年3月期第１四半期

16年3月期第１四半期

（参考）16年3月期

【連結キャッシュ・フローの状況】

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高
百万円 百万円 百万円 百万円

17年3月期第１四半期

16年3月期第１四半期

（参考）16年3月期

[財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等]

①当第１四半期の財政状態の変動状況

　測量機器事業は、依然として厳しい国内事業環境の中、国内での売上高は横這いでありましたが、海外では
GPSを中心とした測量システム、マシンコントロールシステムが大幅に伸長したことに加え、ノンプリズムトータル
ステーションの新製品の寄与もあり、売上高は９７億１千６百万円（前年同期比３１．２％増）となり、営業利益は
高付加価値製品の売上の増加、調達コストの低減と国内測量機器販売会社４社を平成１５年７月１日に統合し、
１社体制としたことによる固定費の削減効果により、１７億４千９百万円（前年同期比３８０．３％増）と大幅な増益
となりました。

　当第１四半期末の総資産は前年同期末に比べ８億１千万円増加いたしました。これは主に、売上高および受注
の増加により、「売上債権」が２２億５百万円、「たな卸資産」が１５億９千５百万円増加し、また、業務効率の改善
および生産性の向上を目的とした設備投資等により、「有形固定資産」が４億７千６百万円増加いたしました一方
で、グループの有利子負債を圧縮することを目的に充当した「有価証券」（政府短期証券）が３９億円減少したこと
によるものであります。

　株主資本は前年同期末に比べ２４億３百万円増加いたしました。これは主に、この一年間の純利益の計上によ
り、「利益剰余金」が３１億６千万円増加したことによります。これにより、株主資本比率は２．５ポイント改善し
３９．７％となりました。

　産業機器事業は、液晶第６世代基板サイズ対応の大型露光装置の売上が伸長したことに加え、前年度まで持
分法を適用していたトプコンエンジニアリング㈱と㈱トプコン電子ビームサービスを平成１６年４月１日に統合し商
号を㈱トプコンテクノハウスとして、当期より連結子会社といたしましたことにより、売上高は２９億９千万円（前年
同期比９０．０％増）となり、これにより、営業利益も増加いたしましたが、価格競争による受注採算の悪化や研究
開発費の増加等により最終的には６千万円（前年同期比１７１．７％増）となりました。

　光デバイス事業は、LCDプロジェクター用光学ユニットが大幅に伸長したことに加え、テレビ対応のリアプロジェ
クター用光学ユニットの新製品の寄与もあり、売上高は２８億円（前年同期比５３．５％増）となりましたが、営業利
益は研究開発費や減価償却費等の固定費の増加により、１千５百万円（前年同期は△１千８百万円）となりまし
た。

(注) 1株当たり株主資本の数値は、期末発行済株式数から自己株式数を控除しております。

39.7

37.2

41.6

667.40

696.74

8,495

13,720

80,723 29,993

31,077

81,533

74,704

　事業セグメント毎の経営成績の状況は、次のとおりです。

　医用機器事業は、国内で眼科用電子カルテシステム、無散瞳眼底カメラ、手術用顕微鏡が伸長したことに加
え、中国でデジタル画像ファイリングシステムIMAGEnetが、ヨーロッパで無散瞳眼底カメラが、それぞれ伸長した
ことにより、売上高は５８億４千７百万円（前年同期比８．２％増）となり、営業利益は高付加価値製品の売上と調
達コストの低減により２億９千３百万円（前年同期比７１．３％増）となりました。

32,396 727.51

10,3882,149

1,587

6,090

△738

△939

△2,994

154

△1,617

△9,122
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②当第１四半期のキャッシュ・フローの状況

【参　考】
平成17年3月期の中間期［連結］業績予想（平成16年4月1日～平成16年9月30日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 百万円 百万円 百万円

上記業績予想は、本資料の発表日現在においての将来の事業環境の動向、競合状況、為替変動等に関する予想を

前提にしており、実際の業績は、今後様々な要因により、本予想値と異なる場合があります。  　　

平成17年3月期の中間期［単独］業績予想（平成16年4月1日～平成16年9月30日）
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 　

百万円 百万円 百万円 百万円

上記業績予想は、本資料の発表日現在においての将来の事業環境の動向、競合状況、為替変動等に関する予想を

前提にしており、実際の業績は、今後様々な要因により、本予想値と異なる場合があります。  　　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　当第１四半期における財務活動による「資金」の増加は１億５千４百万円（前年同期は１６億１千７百万円の減
少）となりました。これは主に、新規事業展開のため、借入金による資金の調達を２億９千万円行なったこと、およ
び配当金の支払いを１億３千３百万円（１株当たり３円）実施したことによるものであります。

3,600 3,000中 間 期 47,000 1,700

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
　当第１四半期における投資活動による「資金」の減少は７億３千８百万円（前年同期は９億３千９百万円の減
少）となりました。これは主に、設備投資７億１千２百万円によるものであります。

　当第1四半期における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、主に税金等調整前第１四半
期純利益の計上等により｢資金｣が１５億９千９百万円増加したことに加え、当第１四半期より前年度まで持分法
を適用していたトプコンエンジニアリング㈱と㈱トプコン電子ビームサービスを統合し商号を㈱トプコンテクノハウ
スとして、当期より連結子会社にしたことにより新規連結に伴う｢資金｣が２億９千２百万円増加したため、前年度
末に比べ１８億９千２百万円増加し１０３億８千８百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
　当第１四半期における営業活動による「資金」の増加は２１億４千９百万円（前年同期は１５億８千７百万円の増
加）となりました。これは主に、税金等調整前第１四半期純利益２０億６千７百万円の計上によるものであります。

中 間 期 70022,000 1,100 1,200

＊平成17年3月期の中間期の［連結］［単独］業績予想については、平成16年8月3日別途発表の
   「中間期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧下さい。

＊なお、［連結］［単独］の通期の予想については、前回予想のとおりといたします。

＊平成17年3月期の中間期の［連結］［単独］業績予想については、平成16年8月3日別途発表の
   「中間期業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧下さい。

＊なお、［連結］［単独］の通期の予想については、前回予想のとおりといたします。
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連結財務諸表

（１）第１四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 金　額 構成比

% % %

( 57,468 ) 70.5 ( 56,430 ) 69.9 ( 1,038 ) ( 50,739 ) 67.9

10,633 10,046 587 8,741

25,976 23,771 2,205 24,822

299 4,199 △ 3,900 299

18,045 16,450 1,595 14,392

2,379 2,153 226 2,313

1,597 1,295 302 1,703

△ 1,463 △ 1,486 23 △ 1,533

( 24,065 ) 29.5 ( 24,293 ) 30.1 ( △ 228 ) ( 23,965 ) 32.1

( 13,865 ) 17.0 ( 13,389 ) 16.6 ( 476 ) ( 13,475 ) 18.1

5,868 6,110 △ 242 5,891

3,482 3,658 △ 176 3,535

1,125 1,004 121 1,115

3,388 2,615 773 2,933

3,280 4.0 3,812 4.7 △ 532 3,238 4.3

( 6,919 ) 8.5 ( 7,091 ) 8.8 ( △ 172 ) ( 7,250 ) 9.7

2,505 1,998 507 3,006

362 540 △ 178 368

3,087 3,552 △ 465 3,002

1,049 1,130 △ 81 959

△ 85 △ 130 45 △ 86

81,533 100.0 80,723 100.0 810 74,704 100.0

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

投投投投資資資資そそそそのののの他他他他のののの資資資資産産産産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

そ の 他

無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

前　期
平成16年3月31日現在

有 価 証 券

前第１四半期
平成15年6月30日現在

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

増　減

有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

建 物 及 び 構 築 物

当第１四半期
平成16年6月30日現在

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

期　別

科　目
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（単位：百万円）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 金　額 構成比

% % %

( 34,115 ) 41.9 ( 41,066 ) 50.9 ( △ 6,951 ) ( 28,034 ) 37.5

12,784 8,067 4,717 9,029

13,695 24,507 △ 10,812 12,480

0 3,000 △ 3,000 0

1,217 499 718 1,395

- 2 △ 2 -

6,418 4,989 1,429 5,129

( 14,836 ) 18.2 ( 9,652 ) 12.0 ( 5,184 ) ( 15,412 ) 20.7

6,916 1,524 5,392 7,518

56 46 10 55

7,671 7,829 △ 158 7,654

171 167 4 160

20 83 △ 63 22

48,952 60.1 50,719 62.8 △ 1,767 43,446 58.2

184 0.2 10 - 174 179 0.2

10,297 12.6 10,297 12.8 0  10,297 13.8

12,833 15.7 12,806 15.9 27 12,833 17.2

10,260 12.6 7,100 8.8 3,160 9,101 12.2

584 0.7 134 0.2 450 636 0.9

△ 590 △ 0.7 273 0.3 △ 863 △ 804 △ 1.1

△ 987 △ 1.2 △ 619 △ 0.8 △ 368 △ 985 △ 1.3

32,396 39.7 29,993 37.2 2,403 31,077 41.6

81,533 100.0 80,723 100.0 810 74,704 100.0

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

（ 負 債 の 部 ）

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

社 債

前　期
平成16年3月31日現在

前第１四半期
平成15年6月30日現在

増　減
当第１四半期
平成16年6月30日現在

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

（ 少 数 株 主 持 分 ）

（ 資 本 の 部 ）

流流流流 動動動動 負負負負 債債債債

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債

負債･少数株主持分及び資本合計負債･少数株主持分及び資本合計負債･少数株主持分及び資本合計負債･少数株主持分及び資本合計

少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 持持持持 分分分分

資資資資 本本本本 金金金金
資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金
利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金
その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金
為為為為替替替替換換換換算算算算調調調調整整整整勘勘勘勘定定定定
自自自自 己己己己 株株株株 式式式式

期　別

科　目
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（２）第１四半期連結損益計算書
（単位：百万円）

金　額 金　額 金　額 金　額

% % % %

21,354 100.0 16,213 100.0 5,141 31.7 71,480 100.0

13,013 60.9 9,843 60.7 3,170 32.2 44,272 61.9

8,341 39.1 6,369 39.3 1,972 31.0 27,207 38.1

6,222 29.1 5,830 36.0 392 6.7 23,040 32.2

2,118 9.9 539 3.3 1,579 292.5 4,167 5.8

( 206 ) 1.0 ( 195 ) 1.2 ( 11 ) ( 707 ) 1.0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 25 25 0 78

持分法による投資利益 21 45 △ 24 △ 52.6 276

そ の 他 159 125 34 352

( 258 ) 1.2 ( 444 ) 2.7 ( △ 186 ) ( 1,690 ) 2.4

支 払 利 息 110 234 △ 124 736

そ の 他 147 209 △ 62 △ 29.7 953

2,067 9.7 291 1.8 1,776 3,184 4.5

( 0 ) 0.0 ( 0 ) 0.0 ( 0 ) ( 236 ) 0.3

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 0 0 236

( 0 ) 0.0 ( 0 ) 0.0 ( 0 ) ( 0 ) 0.0

2,067 9.7 291 1.8 1,776 609.6 3,421 4.8

820 3.8 173 1.1 647 1,251 1.8

△ 97 △ 94 △ 3

- - - - 0 - -

1,343 6.3 213 1.3 1,130 530.6 3.2

増減率

前　期
自 平成15年 4月 1日

至 平成16年 3月31日

百分比

増　減

2,303

5.6

27.3

2.3

△ 41.8

△ 52.7

609.6

373.7

△ 0.5 △ 0.6 △ 0.2△ 134

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

税 金 等 調 整 前 第 １ 四 半 期
（ 当 期 ） 純 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

少 数 株 主 利 益

第１四半期（当期）純利益

前第１四半期
自 平成15年 4月 1日

至 平成15年 6月30日

百分比

当第１四半期
自 平成16年 4月 1日

至 平成16年 6月30日

百分比
科　目

期　別
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（３）第１四半期連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

当第１四半期 前第１四半期 前　　期
期　　別　　 自 平成16年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日 増   減 自 平成15年 4月 1日

　　科　　目 至 平成16年 6月30日 至 平成15年 6月30日 至 平成16年 3月31日
金       額 金       額 金       額 金       額

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー
1. 税金等調整前第１四半期（当期）純利益 2,067        291          1,776        3,421        
2. 減価償却費 590          638          △48         2,487        
3. 貸倒引当金の増減額（減少：△） △100        43           △143        178          
4. 受取利息及び受取配当金 △25         △25         0            △78         
5. 支払利息 110          234          △124        736          
6. 持分法による投資損益（利益：△） △21         △45         24           △276        
7. 退職給付引当金の増減額（減少：△） 15           135          △120        △39         
8. 売上債権の増減額（増加：△） △216        738          △954        △1,461      
9. たな卸資産の増減額（増加：△） △3,370      △1,079      △2,291      135          
10. 未収入金の増減額（増加：△） 286          96           190          △435        
11. 仕入債務の増減額（減少：△） 3,313        818          2,495        1,941        
12. 未払費用の増減額（減少：△） 853          494          359          955          
13. その他 △98         △75         △23         △153        

小       計 3,403        2,264        1,139        7,411        
14. 利息及び配当金の受取額 21           22           △1          83           
15. 利息の支払額 △73         △196        123          △743        
16. 法人税等の支払額 △1,201      △501        △700        △660        
営業活動によるキャッシュ・フロー 2,149        1,587        562          6,090        

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 定期預金の預入による支出 △12         △108        96           △441        
2. 定期預金の払戻による収入 12           0            12           315          
3. 有形固定資産の取得による支出 △712        △540        △172        △3,108      
4. 有形固定資産の売却による収入 31           18           13           196          
5. 投資有価証券の取得による支出 △5          △203        198          △253        
6. 投資有価証券の売却による収入 0            0            0            418          
7. 貸付金の純増減額（増加：△） 13           △27         40           88           
8. その他 △65         △78         13           △208        
投資活動によるキャッシュ・フロー △738        △939        201          △2,994      

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 借入金の純増減額（減少：△） 290          △1,068      1,358        △5,312      
2. 社債の償還による支出 0            0            0            △3,000      
3. 少数株主からの払込による収入 0            0            0            168          
4. 自己株式の売却による収入 0            152          △152        244          
5. 自己株式の取得による支出 △2          △609        607          △1,041      
6. 配当金の支払額 △133        △91         △42         △182        
7. その他 -            0            0            0            
財務活動によるキャッシュ・フロー 154          △1,617      1,771        △9,122      

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 34           37           △3          △129        
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 1,599        △931        2,530        △6,155      
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 8,495        14,651       △6,156      14,651       
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 292          0            292          0            
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 10,388       13,720       △3,332      8,495        
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セグメント情報
  ① 事業の種類別セグメント情報

当　第１四半期（自 平成16年 4月 1日　至 平成 16年 6月 30日）          　      　　        （単位：百万円）

摘　　　　　要
医用機器
事　　業

測量機器
事　　業

産業機器
事　　業

光デバイス
事　　業

計
消去又
は全社

連  結

売上高及び営業損益
  売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高
(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は
振替高

   5,847
       0

   9,716
       0

   2,990
       0

   2,800
       0

  21,354
       0

       0
       0

  21,354
       0

          計    5,847    9,716    2,990    2,800   21,354        0   21,354
  営業費用    5,553    7,966    2,929    2,785   19,235        0   19,235
  営業利益（又は営業損失）      293    1,749       60       15    2,118        0    2,118

前 第１四半期（自 平成15年 4月 1日　至 平成 15年 6月 30日）          　     　           （単位：百万円）

摘　　　　　要
医用機器
事　　業

測量機器
事　　業

産業機器
事　　業

光デバイス
事　　業

計
消去又
は全社

連  結

売上高及び営業損益
  売 上 高
(1)外部顧客に対する売上高
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は
振替高

   5,406
       0

   7,408
       0

   1,574
       0

   1,825
       0

  16,213
       0

       0
       0

  16,213
       0

          計    5,406    7,408    1,574    1,825   16,213        0   16,213
  営業費用    5,234    7,043    1,551    1,843   15,673        0   15,673
  営業利益（又は営業損失）      171      364       22     △18      539        0      539

前　　期（自 平成15年 4月 1日　至 平成 16年 3月 31日）    　　　           　　           （単位：百万円）

摘　　　　　要
医用機器
事　　業

測量機器
事　　業

産業機器
事　　業

光デバイス
事　　業

計
消去又
は全社

連  結

売上高及び営業損益
  売 上 高
(1)外部顧客に対する売上高
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は
振替高

   24,365
        0

   30,518
        0

    9,812
        0

    6,783
        0

   71,480
        0

       0
       0

   71,480
        0

          計    24,365    30,518     9,812     6,783    71,480        0    71,480
  営業費用    23,079    27,516     9,673     7,043    67,313        0    67,313
  営業利益（又は営業損失）     1,285     3,001       139     △259     4,167        0     4,167

(注）１．事業区分の方法

               　　　当社の事業区分は、製品の種類・性質を考慮して区分しております。

        ２．各事業区分の主要製品

　　　（１）医用機器事業…眼底カメラ、眼圧計、スリットランプ、視野計、手術用顕微鏡、レーザー光凝固装置、角膜

内皮細胞撮影装置、デジタル画像ファイリングシステム(IMAGEnet)、眼科用電子カルテシステ

ム、メガネレンズ加工機、視力測定システム、オートケラトレフラクトメーター、検眼ユニッ

ト、眼鏡店販売支援システム

　　　（２）測量機器事業…測量用ＧＰＳ、ＧＰＳ固定点システム、ＧＰＳ自動観測システム、デジタル写真測量システ

ム、土木マシンコントロールシステム、自動追尾トータルステーション、ノンプリズムトータ

ルステーション、トータルステーション、データーコレクター、レベル、セオドライト、ロー

テーティングレーザー、パイプレーザー

       　　　　 （３）産業機器事業…ウェーハ表面検査装置、チップ外観検査装置、プロキシミティ露光装置、マルチステップ露
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光装置、走査電子顕微鏡、半導体専用電子ビーム測長機、半導体関連精密光学系ユニット、特

需品（防衛庁納入品）、照度計、色彩輝度計、測定顕微鏡、投影機

       　　　　 （４）光デバイス事業…ＤＶＤ光ピックアップ用光学部品、液晶プロジェクター用光学ユニット、複写機用光学ユ

ニット、高精度レンズ、赤外光学部品

        ３．従来、当社グループ事業を、「医用機器事業」・「測量機器事業」・「産業機器事業」の３事業セグメントに区分し

ておりましたが、平成15年 10月１日より、トプコン本社の「産業機器事業部」内の「光デバイス推進室」を「産

業機器事業部」から分離独立させ、「光デバイス事業部」としたことに伴い、４事業セグメント体制に再編いたし

ましたので、前連結会計年度から４事業セグメントに区分して表示しております。

            なお、前第1四半期は、当第1四半期の事業区分によった場合の事業種類別セグメントに区分して表示しており

ます。
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    ② 所在地別セグメント情報          

当 第１四半期（自平成16年4月１日  至平成16年6月30日）       　　               　                   （単位：百万円）

摘　　　　　要 日  本 北米 ﾖｰﾛｯﾊﾟ 中国
ｱｼﾞｱ
ｵｾｱﾆｱ

消去又
は全社

連  結

 売上高及び営業損益
   売 上 高
(1) 外部顧客に対する売上高
(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高

    8,567
    3,931

    5,736
      646

    3,705
        8

    2,549
      148

      795
        1

        0
   (4,737)

   21,354
        0

          計    12,498     6,383     3,714     2,698       797    (4,737)    21,354
  営業費用    11,606     5,426     3,500     2,609       703    (4,610)    19,235
  営業利益       892       957       213        89        93      (126)     2,118

前 第１四半期（自平成15年4月１日  至平成15年6月30日）        　　               　          　      （単位：百万円）

摘　　　　　要 日  本 北米 ﾖｰﾛｯﾊﾟ 中国
ｱｼﾞｱ
ｵｾｱﾆｱ

消去又
は全社

連  結

 売上高及び営業損益
   売 上 高
(1)外部顧客に対する売上高
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高

    6,437
    3,185

    4,233
      440

    3,471
        5

    1,480
      219

      590
        3

        0
   (3,855)

   16,213
        0

          計     9,623     4,674     3,476     1,699       594    (3,855)    16,213
  営業費用     9,477     4,585     3,218     1,650       554    (3,813)    15,673
  営業利益       145        89       258        49        39       (41)       539

前   期（自平成15年4月１日  至平成16年3月31日）                                 　           　  　  （単位：百万円）

摘　　　　　要 日  本 北米 ﾖｰﾛｯﾊﾟ 中国
ｱｼﾞｱ
ｵｾｱﾆｱ

消去又
は全社

連  結

 売上高及び営業損益
   売 上 高
(1)外部顧客に対する売上高
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高

    
    
   33,444
   13,045

   16,224
    2,354

   14,232
       27

    4,827
      952

    2,751
        4

        0
  (16,385)

   71,480
        0

          計    46,489    18,579    14,259     5,780     2,756   (16,385)    71,480
  営業費用    43,724    17,737    13,545     5,656     2,875   (16,226)    67,313
  営業利益（又は営業損失）     2,765       841       713       123     △118      (158)     4,167
（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　２．「日本」以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　　（１）北米　　　　　　　　　米国、カナダ

　　　　　（２）ヨーロッパ　　　　　　オランダ、ドイツ、フランス、英国、スペイン、スウェーデン

　　　　　（３）中国　　　　　　　　　中国

　　　　　（４）アジア･オセアニア　　 シンガポール、オーストラリア
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   ③ 海外売上高
                           

当 第１四半期（自平成16年4月１日  至平成16年6月30日）       　　    　　　　　　　　　           　（単位：百万円）

摘　　　　　要 北米 ﾖｰﾛｯﾊﾟ 中国
ｱｼﾞｱ
ｵｾｱﾆｱ

その他 計

Ⅰ 海外売上高      5,770     4,062      2,327      2,547        566    15,274

Ⅱ 連結売上高    21,354

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合      27.0%     19.0%      10.9%      11.9%       2.7%     71.5%

前 第１四半期（自平成15年4月１日  至平成15年6月30日）        　   　　　          　　　　　　　  （単位：百万円）

摘　　　　　要 北米 ﾖｰﾛｯﾊﾟ 中国
ｱｼﾞｱ
ｵｾｱﾆｱ

その他 計

Ⅰ 海外売上高      4,188      3,804      2,028        991        316     11,330

Ⅱ 連結売上高     16,213

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合      25.8%      23.5%      12.5%       6.1%       2.0%      69.9%

前   期（自平成15年4月１日  至平成16年3月31日）             　　                     　　　　     （単位：百万円）

摘　　　　　要 北米 ﾖｰﾛｯﾊﾟ 中国
ｱｼﾞｱ
ｵｾｱﾆｱ

その他 計

Ⅰ 海外売上高  　 16,732 　  15,553      7,550    　5,085  　  1,667  　 46,589

Ⅱ 連結売上高   　71,480

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合  　  23.4%  　  21.8%      10.6%     　7.1%   　  2.3%  　  65.2%

（注）１. 地域は、地理的近接度により区分しております。

      ２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　　　　（１）北米　　　　　　　　　　　米国、カナダ

　　　　　（２）ヨーロッパ　　　　　　　　オランダ、ドイツ、フランス、英国、スペイン、スウェーデン

　　　　　（３）中国　　　　　　　　　　　中国

　　　　　（４）アジア・オセアニア　　　　シンガポール、台湾、オーストラリア

　　　　　（５）その他　　　　　　　　　　エジプト、イラン、中南米、ＵＡＥ
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コード番号 7732 本社所在都道府県 東京都
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１．四半期財務情報の作成等に係る事項

①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無：無

②最近会計年度からの会計処理の方法の変更の有無：無

２．平成17年3月期第1四半期財務・業績の概況(平成16年4月1日～平成16年6月30日)

(１)経営成績（個別）の進捗状況
　　　　　　　　　（百万円未満切り捨て）

売上高 営業利益 経常利益 四半期（当期）純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 　　　百万円 ％ 　　　百万円 ％

17年3月期第１四半期

16年3月期第１四半期

（参考）16年3月期

円　銭 円　銭

17年3月期第１四半期

16年3月期第１四半期

（参考）16年3月期

(2)財政状態（個別）の変動状況

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円    銭

17年3月期第１四半期

16年3月期第１四半期

（参考）16年3月期

      2. 1株当たり四半期(当期)純利益の数値は、期中平均株式数から自己株式数を控除しております。

52,013

54,693

29,198

(注) 1. 売上高、営業利益、経常利益、四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年同期比増減率

70△3.9 23.3

19.84

0.47

１株当たり四半期
（当期）純利益

316.5

161.0

783.6 372641

153

10,296

8,000

87.8

625

56,261 51.9 655.69

9432,1586.139,167 2,310

54.0

53.1

92.0

28.7

8.36

潜在株式調整後
1株当たり四半期
（当期）純利益

21 △29.5△13.5

624.71

651.54

(注) 1株当たり株主資本の数値は、期末発行済株式数から自己株式数を控除しております。

29,065

28,074
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個別財務諸表

（１）第１四半期貸借対照表
（単位：百万円）

前　期
平成16年3月31日現在

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 金　額 構成比

% % %

(30,328) 53.9 (26,834) 51.6 (3,494) (28,904) 52.8

4,313 4,781 △468 2,779

1,868 1,508 360 1,490

8,981 8,238 743 9,776

299 4,199 △3,900 299

7,308 5,871 1,437 6,236

1,364 1,459 △95 1,382

5,506 5,506 5,506

702 787 △85 1,449

△16 △12 △4 △16 

(25,933) 46.1 (25,178) 48.4 (755) (25,789) 47.2

(6,661) 11.8 (6,735) 12.9 (△74) (6,752) 12.4

4,081 4,096 △15 4,132

1,155 1,198 △43 1,170

984 1,002 △18 1,006

439 437 2 443

260 0.5 346 0.7 △86 274 0.5

(19,011) 33.8 (18,096) 34.8 (915) (18,762) 34.3

2,026 1,315 711 2,110

15,316 14,853 463 15,102

257 3 254 257

2,498 3,058 △560 2,467

451 472 △21 364

△25 △91 66 △27 

△1,514 △1,514 0 △1,514 

56,261 100.0 52,013 100.0 4,248 54,693 100.0

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

建 物

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

機 械 及 び 装 置

無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

投投投投資資資資そそそそのののの他他他他のののの資資資資産産産産

工 具 器 具 及 び 備 品

そ の 他

投 資 有 価 証 券

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 金

有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

受 取 手 形

売 掛 金

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

増　減

有 価 証 券

前第１四半期
平成15年6月30日現在

当第１四半期
平成16年6月30日現在

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産

短 期 貸 付 金

た な 卸 資 産

科　目

期　別
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（単位：百万円）

前　期
平成16年3月31日現在

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 金　額 構成比

% % %

(13,613) 24.2 (15,648) 30.1 (△2,035) (11,584) 21.2

2,784 1,685 1,099 1,997 

5,114 3,733 1,381 4,835 

1,820 4,220 △2,400 1,220 

0 3,000 △3,000 0 

2,918 2,334 584 2,358 

279 127 152 709 

695 547 148 463 

(13,449) 23.9 (8,289) 15.9 (5,160) (14,043) 25.7

6,900 1,500 5,400 7,500 

6,415 6,651 △236 6,417 

133 138 △5 126 

27,062 48.1 23,938 46.0 3,124 25,628 46.9

資　　　本　　　金資　　　本　　　金資　　　本　　　金資　　　本　　　金 10,297 18.3 10,297 19.8 0 10,297 18.8

資　本　剰　余　金資　本　剰　余　金資　本　剰　余　金資　本　剰　余　金 (12,833) 22.8 (12,806) 24.6 (27) (12,833) 23.5

12,787 12,787 0 12,787 

45 19 26 45 

利　益　剰　余　金利　益　剰　余　金利　益　剰　余　金利　益　剰　余　金 (6,480) 11.5 (5,459) 10.5 (1,021) (6,292) 11.5

571 571 0 571 

5,382 4,382 1,000 4,382 

526 505 21 1,338 

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 574 1.0 130 0.3 444 627 1.1

自　 己 　株 　式自　 己 　株 　式自　 己 　株 　式自　 己 　株 　式 △987 △1.7 △619 △1.2 △368 △985 △1.8 

29,198 51.9 28,074 54.0 1,124 29,065 53.1

56,261 100.0 52,013 100.0 4,248 54,693 100.0

増　減

資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

負負負負 債債債債 ・・・・ 資資資資 本本本本 合合合合 計計計計

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

第１四半期(当期)未処分利益

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

（ 資 本 の 部 ）

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債

短 期 借 入 金

社 債

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

（ 負 債 の 部 ）

支 払 手 形

買 掛 金

流流流流 動動動動 負負負負 債債債債

前第１四半期
平成16年6月30日現在 平成15年6月30日現在

当第１四半期

科　目

期　別
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（２）第１四半期損益計算書
（単位：百万円）

当第１四半期 前第１四半期

金　額 百分比 金　額 百分比 金　額 増減率 金　額 百分比

％ ％ ％ ％
10,296 100.0 8,000 100.0 2,296 28.7 39,167 100.0

7,535 73.2 5,808 72.6 1,727 29.7 28,714 73.3

2,761 26.8 2,192 27.4 569 26.0 10,453 26.7 

2,120 20.6 2,038 25.5 82 4.0 8,142 20.8 

641 6.2 153 1.9 488 316.5 2,310 5.9 

(79) 0.8 (78) 1.0 (1) 1.4 (732) 1.9 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 50 24 26 107.3 632 

雑 収 益 29 54 △25 △45.8 99 

(95) 0.9 (161) 2.0 (△66) △41.2 (883) 2.3 

支 払 利 息 29 42 △13 △30.1 145 

雑 損 失 65 119 △54 △45.2 738 

625 6.1 70 0.9 555 783.6 2,158 5.5 

(0) 0.0 (0) 0.0 (0) (236) 0.6 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 0 0 236 

(0) 0.0 (0) 0.0 (0) (404) 1.0 

関 係 会 社 支 援 損 0 0 0 404 

625 6.1 70 0.9 555 783.6 1,991 5.1 

230 2.2 80 1.0 150 187.5 841 2.1 

23 0.2 △30 △0.4 53 206 0.5 

372 3.6 21 0.3 351 943 2.4 

自　平成16年4月 1日

至　平成16年6月30日

自　平成15年4月 1日

至　平成15年6月30日

前　期
自　平成15年4月 1日

至　平成16年3月31日

増　　減

税 引 前 第 １ 四 半 期
（ 当 期 ） 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

営 業 外 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

第１四半期（当期）純利益

期　別

科　目
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